














要約:

山梨県では、昭和 48 年に三歳児健康診査の市町村委託を実施する等、全国に先駆けて保

健所と市町村の役割を見直し、市町村における一貫した母子保健事業を推進してきたが、

母子保健法の改正に伴い、母子保健体制を再度、見直す必要が出てきた。

そこで、市町村において母子保健事業を効果的に実施するための体制整備の一環として、

保健所にどのような機能を整備したらよいか，山梨県の母子保健課題である①乳幼児の健

康の保持増進対策の充実、②発達障害に対する療育対策、③慢性疾患児への治療・生活援

助対策を中心に検討を行った。

その結果、保健所には、①市町村で対応困難なケースの受け皿となる専門的相談、②関係

機関との連絡及び調整、③情報の提供、④調査研究・関係者の研修等の機能が必要と考え

られた。


